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別記様式１（第４条関係）
年 月 日

日本弁護士連合会会長 殿

申請者（住所又は弁護士法人の場合は、主たる法律事務所の所在地）

（氏名又は弁護士法人の場合は、その代表者名）
印

（電話番号）

震災復興のための弁護士雇用等に関する第二次補助金支給申請書

下記の事由により、震災復興のための弁護士雇用等に関する第二次補助金の支給に関する規則第６
条の第二次補助金を支給されたく、同規則第４条第１項の規定に基づき、同条第３項の誓約書を添付
の上、第二次補助金の支給を申請します。

記
１ 該当事由（該当するものにチェックの上、下線部に必要事項を記入すること。）
î 本震災前から補助対象地域にある下記場所に法律事務所を設置していましたが、本震災後に当該
法律事務所で執務する弁護士を雇用しました（する予定です。）。

法律事務所の所在地

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

当該法律事務所を設置した年月日 年 月 日

G G G G G G G G G G G G G G G

弁護士を雇用した年月日又は雇用する予定日 年 月 日

G G G G G G G G G G G G G G G

雇用した（雇用する）弁護士の氏名／登録番号

登録番号

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

î 当弁護士法人は、本震災前から補助対象地域にある下記場所に法律事務所を設置していましたが、
本震災後に当該法律事務所に弁護士を常駐させました（させる予定です。）。

法律事務所の所在地

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

当該法律事務所を設置した年月日 年 月 日

G G G G G G G G G G G G G G G

弁護士が常駐した年月日又は常駐する予定日 年 月 日

G G G G G G G G G G G G G G G

常駐した（常駐する）弁護士の氏名／登録番号

登録番号

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

（ 支 給 停 止 等 ）

第 十 一 条 本 会 は 、 第 九 条 第 五 項 の 措 置 を 採 っ た と き は 、 第 二 次 補 助 金 の 支 給 （ 第 八 条 第 二 項 の 規 定

に よ る も の を 含 む 。 ） を 停 止 す る 。 た だ し 、 前 条 第 一 項 に 規 定 す る 異 議 申 立 て が あ っ た 場 合 に お い て

同 条 第 二 項 に 規 定 す る 決 定 が あ る ま で の 間 は 、 こ の 限 り で な い 。

２ 本 会 は 、 第 九 条 第 五 項 の 措 置 を 採 っ た と き は 、 対 象 弁 護 士 等 に 対 し 、 既 に 支 給 し た 第 二 次 補 助 金

の 全 部 又 は 一 部 の 返 還 を 請 求 す る こ と が で き る 。 た だ し 、 前 条 第 一 項 に 規 定 す る 異 議 申 立 て が あ っ

た 場 合 に お い て 同 条 第 二 項 の 決 定 が あ る ま で の 間 は 、 こ の 限 り で な い 。

３ 対 象 弁 護 士 等 は 、 前 項 の 請 求 が あ っ た と き は 、 本 会 に 対 し 、 請 求 に 係 る 第 二 次 補 助 金 の 全 部 又 は

一 部 を 速 や か に 、 返 還 し な け れ ば な ら な い 。

（ 細 則 へ の 委 任 ）

第 十 二 条 こ の 規 則 を 実 施 す る た め に 必 要 な 事 項 は 、 別 に 細 則 で 定 め る 。

附 則

こ の 規 則 は 、 平 成 二 十 五 年 八 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

î 本震災前から補助対象地域にある下記場所に設置されていた法律事務所に本震災後から執務して
います（する予定です。）。（※本震災時に当該既存事務所を自己の法律事務所として本会に届け出て
いた場合及び当該既存事務所を設置している弁護士等に雇用される場合又はされた場合を除きま
す。）

執務する法律事務所の所在地

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

当該法律事務所が設置された年月日 年 月 日

G G G G G G G G G G G G G G G

執務を開始した年月日又は執務を開始する予定日 年 月 日

G G G G G G G G G G G G G G G

執務を開始した（開始する）弁護士の氏名／登録番号

登録番号

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

î 本震災後に補助対象地域にある下記場所に法律事務所を開設しました（する予定です。）。

法律事務所の所在地

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

開設年月日又は開設予定日 年 月 日

G G G G G G G G G G G G G G G

î 当弁護士法人は、本震災後に補助対象地域にある下記場所に法律事務所を開設して弁護士を常駐
させました（させる予定です。）。

開設する法律事務所の所在地

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

開設年月日又は開設予定日 年 月 日
G G G G G G G G G G G G G G G
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